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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 （百万円） 44,018 43,888 46,064 44,516 49,174

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △105 △1,021 265 1,513 2,019

当期純利益又は当期純損

失(△）
（百万円） △480 △2,474 399 △573 780

純資産額 （百万円） 17,156 17,407 17,719 16,948 17,523

総資産額 （百万円） 37,694 41,632 41,910 42,882 44,836

１株当たり純資産額 （円） 1,215.66 987.37 1,003.51 959.77 992.29

１株当たり当期純利益又

は当期純損失(△）
（円） △34.79 △175.11 22.64 △32.52 44.24

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 45.5 41.8 42.2 39.5 39.0

自己資本利益率 （％） △2.76 △14.32 2.27 △3.31 4.53

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 494 △845 △142 981 2,792

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,451 △1,132 △2,675 △740 △14

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 786 4,102 1,053 664 △771

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 3,668 5,919 4,219 5,102 6,867

従業員数 （人） 1,387 1,384 1,325 1,349 1,430

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第65期、第66期及び第68期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第67期及び第69期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

４．純資産額の算定にあたり、第67期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

売上高 （百万円） 32,083 30,595 31,274 30,960 32,396

経常利益 （百万円） 782 562 1,380 1,110 1,357

当期純利益又は当期純損

失（△）
（百万円） 340 △4,753 466 △1,648 900

資本金 （百万円） 1,403 2,570 2,570 2,570 2,570

発行済株式総数 （千株） 14,106 17,631 17,631 17,631 17,631

純資産額 （百万円） 18,149 16,010 16,423 14,602 15,054

総資産額 （百万円） 34,286 32,366 31,472 32,712 30,703

１株当たり純資産額 (円) 1,286.06 908.16 931.57 828.30 853.92

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

(円)
5

(－)

－

(－)

5

(－)

5

(－)

10

(－)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

(円) 23.40 △336.35 26.47 △93.48 51.10

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 52.9 49.5 52.2 44.6 49.0

自己資本利益率 (％) 1.9 △27.8 2.9 △10.6 6.1

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) 21.4 － 18.9 － 19.6

従業員数 (人) 549 533 524 527 553

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第65期、第67期及び第69期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、第66期及び第68期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第68期配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４．株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

５．純資産額の算定にあたり、第67期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和22年10月 太陽工業株式会社を設立

昭和30年２月 貸しテント・室内装飾部門を分離独立させ、太陽テント株式会社（現社名・TSP太陽株式会社）を

設立

昭和34年５月 東京事務所が東京太陽工業株式会社として独立

　　　　８月 太陽化学株式会社を設立

昭和35年８月 埼玉県東松山市に東松山工場を開設

　　　　10月 大阪市淀川区に淀川工場完成

昭和39年２月 太陽工業株式会社、東京太陽工業株式会社、太陽化学株式会社を合併し、太陽工業株式会社とする

昭和40年８月 東京支店に新ビル完成（東京ロックビル）

昭和42年５月 米国駐在員事務所をニューヨークに開設

　　　　11月 大阪府枚方市に枚方工場完成

昭和43年８月 本社を現在の所在地へ移転

昭和48年１月 名古屋支店を開設

　　　　11月 アメリカ・ホルコム社の株式51％を取得、対米進出を開始

米国駐在員事務所をサンフランシスコへ事務所移転、開設

昭和51年11月 アメリカ・ホルコム社の社名をHELIOS TENTION PRODUCTS,INC.に変更

昭和58年８月 本社事務所ビル完成

昭和61年１月 京都府船井郡瑞穂町に瑞穂工場完成

平成元年４月 福井県福井市に福井工場完成

平成２年６月 アメリカ最大のテントメーカー、「BIRDAIR,INC.」の株式52.5％を取得

平成４年７月 「BIRDAIR,INC.」の株式100％取得

平成９年６月 「BIRDAIR,INC.」がドイツ大手のテントメーカー「STROMEYER ＆ WAGNER GMBH」の株式

100％取得

平成10年10月 台湾にTAIWAN TAIYO KOGYO INC.を設立

平成12年11月 タイ国に「TAIYO KOGYO(THAILAND)CO.,LTD」を設立

「BIRDAIR,INC.」がオーストラリアの「SHADE STRUCTURES PACIFIC PTY.,LTD.」の株式100％

取得

平成14年５月 中国上海に「上海太陽膜結構有限公司」を設立

　　　　11月 韓国に韓国太陽工業株式会社「TAIYO KOGYO KOREA CO.,LTD」を設立

平成15年４月 タイ国に「THAI TAIYO TENT CO.,LTD」を設立

　　　　10月 太陽工業がオーストラリアの「SHADE STRUCTURES BIRDAIR PTY.,LTD」の株式を100％取得

「TAIYO MEMBRANE CORPORATION PTY.,LTD」に社名変更

　　　　11月 中国上海に「上海太陽膜材料有限公司」を設立

米国に「TAIYO BIRDAIR CORPORATION」を設立

平成16年９月 「TAIYO MEMBRANE CORPORATION PTY.,LTD」がドバイに「

TAIYO MEMBRANE CORPORATION MIDDLE 

EAST LLC」を開設

　　　　12月 ドイツに「TAIYO EUROPE GMBH」を設立

平成17年１月 北京に「北京太陽鷹技術開発有限公司」を設立

 　　 　11月 シンガポールに「INTERNATIONAL TAIYO TRADING PTE.LTD.」を設立

平成18年８月 米国に「MAKMAX HD LLC」を設立

平成18年11月 米国の「BIRDAIR,INC.」と「TAIYO BIRDAIR CORPORATION」が合併
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（太陽工業株式会社）、親会社１社、子会社37社、その他の関係会

社１社により構成されており、建築系事業及び資材系事業の２部門に関係する事業を主として行っております。

　なお、次の事業区分は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一です。

（建築系事業）

小・中・大型膜面構造物の設計・製造・施工・販売を行っており、それらに関する技術コンサルティング及び製品販

売後の取付サービスの提供を行っております。

（資材系事業）

コンテナーバッグの製造及び洗浄・保守・メンテナンス並びに海洋・河川関連資材・地盤改良資材・一般土木資材

の販売を主としており、当社及び国内外子会社で販売を行っております。
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［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

（親会社） 　  　  　

太陽興産㈱
大阪府
吹田市

10,000
千円

不動産並びに株
式の保有管理

被所有 　61.6
(21.9)

役員の兼務あり

（連結子会社） 　  　  　

㈱太陽テント北陸
石川県
金沢市

20,000
千円

帆布製品の製造
販売

98.5
当社製品の販売
役員の兼務あり

福井太陽㈱
福井県
福井市

27,850
千円

帆布製品の製造
販売

100
当社製品の加工委託業務
及び販売
役員の兼務あり

㈱関西太陽テント
堺市
美原区

10,000
千円

テント・シート
の縫製加工

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

名阪鉄構㈱
愛知県
一宮市

20,000
千円

テント用鉄骨工
事

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

㈱ＴＤＳ
大阪市
淀川区

10,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の販売及びレン
タル
役員の兼務あり

東日本コンテナーサービ
ス㈱

千葉県
市原市

80,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

中日本コンテナーサービ
ス㈱

愛知県
一宮市

70,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の加工委託業務
及び販売
役員の兼務あり

大阪コンテナーサービス
㈱

大阪府
泉南市

10,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

水島コンテナーサービス
㈱

岡山県
倉敷市

50,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

北九州コンテナーサービ
ス㈱

福岡県
行橋市

20,000
千円

コンテナーバッ
ク洗浄修理

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

㈱太陽テント関東
埼玉県
戸田市

28,000
千円

テント・シート
の加工工事

100
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

㈱遊休スペースマネージ
メント

堺市
東区

10,000
千円

建設工事の設計
・管理・施工

100
当社製品の販売
役員の兼務あり

太陽テント販売㈱
福井県
福井市

10,000
千円

テント製品の販
売・賃貸

100
(100)

当社製品の販売・賃貸

太陽工業ジオテクノサー
ビス㈱

大阪市
淀川区

20,000
千円

発泡スチロール
製造販売

60
当社製品の加工委託業務
役員の兼務あり

㈱太陽エネシス(注)４　
大阪市　
淀川区　

30,000
千円　

遮水工事等の施
工管理　

100
当社製品の加工委託業務　
　

TAIYO 
KOGYO(THAILAND)CO.,
LTD.

タイ
アユタヤ

20,000
千バーツ

シルトプロテク
ターの製造販売

100 当社製品の加工委託業務

上海太陽膜結構有限公司
(注)３

中国
上海市

54,625
千元

膜構造物及び繊
維製品の製造販
売

100
当社製品の製造及び販売
役員の兼務あり

MAKMAX KOREA INC.
韓国
ソウル市

800,000
千ウォン

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
当社製品の販売
役員の兼務あり

MAKMAX HD LLC
(注)３

米国
ニューヨーク州
アムハースト市

2,500
千米ドル

米国を主とする
関係会社の管理

99.5
米国を主とする関係会社
の管理
役員の兼務あり
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名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

TAIYO MEMBRANE 
CORPORATION PTY.
LTD.(注)３

オーストラリア
クィーンズラン
ド州
イーグルファー
ム市

10,600
千豪州ドル

膜構造物及び繊
維製品の製造販
売

100 当社製品の製造及び販売

上海海利奥斯国際貿易
有限公司

中国
上海市

1,655
千元

膜構造物の貿易
商社

100 当社製品の販売

TAIYO EUROPE GMBH
ドイツ
ミュンヘン市

360
千ユーロ

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
(100)

当社製品の販売

北京太陽鷹技術開発有
限公司

中国
北京市

6,600
千元

膜構造物及び繊
維製品の製造販
売

100 当社製品の販売

BIRDAIR, INC.
米国
ニューヨーク州
アムハースト市

0
千米ドル

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
(100)

当社製品の販売

台湾太陽鷹開發股?有
限公司

中華民国
台北市

20,000
千台湾ドル

膜構造物及び繊
維製品の販売

100 当社製品の販売

HELIOS CONTAINER 
SYSTEMS,INC.

米国
イリノイ州
シカゴ市

270
千米ドル

帆布製品の製造
100

(100)
当社製品の製造及び販売
役員の兼務あり

BIRDAIR EUROPE 
STROMEYER GMBH

ドイツ
コンスタンツ市

25
千ユーロ

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
(100)

当社製品の販売

HELIOS DE MEXICO,
S.A.DE C.V.

メキシコ合衆国
タマウリパス州
レイノサ市

875
千ペソ

帆布製品の製造
100

(100)
当社製品の加工委託業務

THAI TAIYO TENT 
CO.,LTD.

タイ
バンコク市

2,000
千バーツ

膜構造物及び繊
維製品の販売

48.985
 (48.985)

当社製品の販売

TAIYO MEMBRANE
(MALAYSIA)SDN BHD

マレーシア
クアラルンプー
ル市

250
千リンギット

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
(100)

当社製品の販売

TAIYO MIDDLE 
EAST LLC

アラブ首長国連
邦
ドバイ首長国

300
千ディルハム

膜構造物及び繊
維製品の販売

49
 (49)

当社製品の販売

TAIYO BIRDAIR ASIA 
PTE.LTD.

シンガポール共
和国
シンガポール市

740
千星ドル

膜構造物及び繊
維製品の販売

100
(100)

当社製品の販売

INTERNATIONAL 
TAIYO TRADING 
PTE.LTD.

シンガポール共
和国
シンガポール市

700
千星ドル

膜構造物の貿　
易商社

100  当社製品の販売

その他2社 　  　  　

（その他の関係会社） 　  　  　

ＴＳＰ太陽㈱
東京都
目黒区

435,375
 千円

各種イベント企
画・設計・施工

所有      9.9
被所有 　21.9

役員の兼務あり

　（注）１．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 　　　

 　　　 ２．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

 　　　 ３．MAKMAX HD LLC、TAIYO MEMBRANE CORPORATION、上海太陽膜結構有限公司は特定子会社に該当してお
りま

　　　　　　す。

        ４．㈱太陽エネシスは当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

建築系事業 592

資材系事業 566

全社（共通） 272

合計 1,430

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パート及び嘱託を含んでおります。）であります。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

553 42.8 16.5 6,679,201

　（注）１．従業員数は、就業人員（執行役員（取締役は除く）、嘱託、パート、社外から当社への出向者を含み、当社から

社外への出向者は除いております。）で記載しております。

２．平均年間給与は年間の平均であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　太陽工業労働組合は日本労働組合総連合会に属するＵＩゼンセン同盟の地方部会に加入しており、労使関係は円

満に推移しております。

　平成20年12月31日現在の組合員数は319名であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）　業績

　　当連結会計年度における世界経済は史上まれにみる激動の年となりました。年前半は、原油価格を始めとする資源価

格が軒並み高騰したことにより各国の物価が上昇し、世界的なインフレ懸念が高まりました。年後半になると状況は一

変して米国内の大手銀行、証券会社等の破綻から金融不安となり、これが発端となって欧州へ広がったことにより世界

各国で深刻な金融不安となりました。その結果、投資の引き揚げ、一般消費の落ち込みによる企業業績の下落となり、失

業率の増加など実体経済の急激な悪化につながりました。

　わが国経済は、年前半は、景気に対する諸物価の高騰の影響が若干あったものの円安を背景とした輸出関連企業の業績

が好調で景気を下支えしていましたが、年後半は、米国の金融破綻の影響が大きく押し寄せ、為替が大幅に円高にふれた

こともあり、輸出関連企業の収益が大きく落ち込むことで国内の景気が急速に失速することとなりました。

　このような環境下、当連結会計年度の業績は、下記のとおりであります。

　売上高につきましては、景気減速の影響をまだ殆ど受けることなく、国内事業ではほぼ前年並みの売上高となりまし

た。また、海外事業では大型物件の売上高が大幅に寄与しましたので、前連結会計年度比10.5％増の売上高49,174百万円

となりました。

　利益につきましては、売上高は伸びましたが建築系事業の海外連結子会社における利益率の低い大型物件があったこ

ともあり、売上総利益率が前連結会計年度の26.5％から1.3ポイント悪化し25.2％となりましたが、売上総利益は前連結会

計年度より587百万円増の12,402百万円となり、販売費及び一般管理費は前連結会計年度比0.2％増の10,103百万円で、営

業利益は2,299百万円（前連結会計年度は1,733百万円の営業利益）となりました。

　営業外損益では急激な為替変動の影響を受けたことにより経常利益は2,019百万円（前連結会計年度は1,513百万円の

経常利益）となり、当期純利益は780百万円（前連結会計年度は573百万円の当期純損失）となりました。

　当社グループの事業分野別の状況につきましては、次のとおりであります。
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セグメント別の状況

１．事業の種類別セグメント

(1）建築系事業

　国内市場におきましては、景気の不況感が深まるなか、建築需要の低迷、一般消費者の購買意欲の低下を招くなど企業

業績に深刻な影響を与えており民需での設備投資等が冷え込むようになりました。そのような状況下で、弊社はスポー

ツ施設、交通諸施設関連に重点をおいて営業活動をしており、主要なものとして「日暮里駅総合改善事業にかかる建築

工事」や「東予運動公園屋内体育施設工事」や「洞爺湖サミットでのメディアセンター整備事業」などの物件が完工

しました。また、海外では、2010年に開催される上海万博関連施設や、中東地域やインドにおけるスタジアムやサーキッ

ト場の周辺設備での大型膜構造物を受注することができ、今期の売上にも一部は寄与することができました。

　この結果、売上高は30,109百万円（前連結会計年度比19.7％増）、営業利益は2,478百万円（前連結会計年度比19.8％）

となりました。

(2）資材系事業

　物流資材製品につきましては、国内では主要な顧客先である石油化学業界向けの販売が順調に推移してまいりました。

それ以外の膜資材におきましては、厳しい販売環境のなかで懸命な営業活動を展開してまいりましたが、前年を下回る

売上結果となりました。

　この結果、売上高は19,064百万円（前連結会計年度比1.5％減）、営業利益は2,332百万円（前連結会計年度比13.5％増）

となりました。

２．所在地別セグメント

　所在地別セグメントでは、従来、連結グループ会社の所在地により「日本」、「北米」、「その他」の３区分で表示して

おりましたが、当連結会計年度より「日本」、「北米」、「中国」、「その他」の４区分にて表示しております。

(1）日本

　国内においては、景気が低迷する厳しい販売環境のなか、懸命な営業活動を展開してまいりました。そのような状況下、

交通諸施設、テント倉庫並びにコンテナーバッグの販売は堅調に推移し、また、前期に受注したサウジアラビア王国向け

の大型アンブレラ182基のうち54基が完成したことにより、売上高に大きく寄与いたしました。

　その結果、売上高38,097百万円（前連結会計年度比6.6％増）、営業利益4,057百万円（前連結会計

年度比10.8％増）となりました。

(2）北米

　米国国内だけでなく、カナダ、中米、中東地域等からの大型物件の受注は引き続き好調であり、南アフリカ共和国でのス

タジアム工事等大型物件が売上高に大きく寄与いたしました。

　その結果、売上高4,156百万円（前連結会計年度比52.7％増）、営業利益246百万円（前連結会計年度比43.7％増）となり

ました。

(3）中国

　中国では上海を中心に事業展開をしておりますが、内需拡大もあってスタジアムや交通関連の大型膜構造物の受注が

活発であり、売上が大幅に伸びました。

　その結果、売上高2,122百万円（前連結会計年度比49.0％増）、営業利益29百万円（前連結会計年度比61.0％増）となり

ました。

(4）その他

　豪州地域、中東地域では収益が大きく向上しましたが、韓国では経済環境の悪化や極端な為替安が影響して業績が低迷

しました。

　その結果、売上高4,796百万円（前連結会計年度比3.3％増）、営業利益220百万円（前連結会計年度比22.7％増）となり

ました。

（２）　キャッシュ・フローについて

項目 当連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 2,792
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項目 当連結会計年度

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △14

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △771

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 6,867

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は6,867百万円と

前連結会計年度末に比べ1,765百万円増加しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、2,792百万円（前連結会計年度は981百万円)となりました。

これは主に未成工事受入金の増加が1,581百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、14百万円（前連結会計年度は740百万円)となりました。

これは主に定期預金の払戻による収入が1,545百万円、無形固定資産の取得による支出が444百万円、有形固定資産の

取得による支出が872百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、771百万円（前連結会計年度は664百万円の獲得)となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が808百万円あったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

建築系事業（百万円） － －

資材系事業（百万円） 24,841 92.8

合計（百万円） 24,841 92.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．建築系事業については、生産実績を定義することが困難であるため記載しておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

受注高
（百万円）

前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

建築系事業（百万円） 35,314 90.1 26,156 114.8

資材系事業（百万円） － － － －

合計（百万円） 35,314 90.1 26,156 114.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．資材系事業については、受注概念が異なるため記載しておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

建築系事業（百万円） 30,109 119.7

資材系事業（百万円） 19,064 98.5

合計（百万円） 49,174 110.5

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　国内、国外とも景気については、米国の深刻な金融不安に端を発した全世界への金融危機拡大を受け、先進国だけで

なく新興国経済の勢いも急速に失われており世界同時不況の様相を呈してきました。今後は、ますます企業を取り巻

く経営環境は厳しい状況となります。当社グループとしましては、選択と集中化により一層の原価低減活動を行い、販

売費の圧縮や自己資本の充実等に取り組み、グループ全体での収益力の強化を図り連結業績の向上に努める所存であ

ります。

４【事業等のリスク】

  有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす　　　

　

  可能性のある事項には、以下のものがあります。

    なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）海外事業のリスク

  当社グループでは、米国・アジアをはじめとした世界各国での事業展開を図っており、当該進出国の政治・経済

情勢、法制度等に著しい変化が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2）金利水準及び為替相場の変動

  金利水準の急激な上昇、為替相場の大幅な変動等が生じた場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3）原材料等価格変動

　建築系事業におきましては着工から完成までは長期間におよぶものが多く、工事施工期間中の原材料等価格の変

動による利益への影響が考えられ、原油価格の高値定着、建設用鋼材価格の高騰等で素材関連の予想以上の価格上

昇がありました場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 瑕疵の発生

 　　   建設物の施工にあたりましては、品質管理を徹底しておりますが、万一、当社が施工した建設物に大規模な瑕疵

      が存在した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、締結している重要な契約は次のとおりであります。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

太陽工業株式会社
Liebherr-Intertrading AG

スイス 大型膜面構造物平成19年6月28日

大型アンブレラ

(25.5m角)182基

の膜部分の製

造、運搬

平成19年6月28

日から平成21年

10月31日まで
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６【研究開発活動】

　当社グループは当社の空間技術研究所（大阪本社及び枚方市枚方工場内）において膜構造における基礎研究及び新

規事業開発並びに新製品開発の技術的な研究を進めております。

　当連結会計年度における研究開発活動は次のとおりであり、研究開発に要した費用は509百万円で、売上高の1.0％に

あたります。開発内容は多岐に亘っておりますが、主な研究開発のテーマは以下のとおりです。

建築系事業 ・　酸化チタン膜(Ａ種)の開発

　 ・　ＴＭトラスの用途展開（耐震補強）

　 ・　ＥＴＦＥフィルム構造（エアークッション）

　 ・　Ａ種膜を用いたトンネル緩衝土の開発

　 ・　新緊急用シェルター開発

　 ・　新膜材料の開発

資材系事業 ・　一体型複合遮水シートの製品化
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度の売上高は、国内ではスポーツ施設、交通諸施設関連の販売に注力しており、海外でも大型物件

の売上高が大幅に寄与しましたので、49,174百万円(前連結会計年度比10.5％増加)となりました。セグメント別の

概況については、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1）業績」に記載のとおりであります。

②　売上原価

　売上原価は、建築系事業の売上増加に伴い36,771百万円(前連結会計年度比12.4％増加)となりました。また、売上

原価率は74.8％と、前連結会計年度の73.5％に比べ1.3ポイント悪化いたしました。

③　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費は10,103百万円(前連結会計年度比0.2％増加)となりました。

④　営業外収益・営業外費用

　営業外収益は234百万円(前連結会計年度比29.3％減少)となりました。これは、前連結会計年度で為替差益が114百

万円あったものが、当連結会計年度には88百万円の為替差損に転じたことによるものであります。また、営業外費

用は514百万円(前連結会計年度比6.8％減少)となりました。これは、支払利息が132百万円減少したことによるもの

であります。

⑤　特別利益・特別損失

    特別利益は110百万円で、主に退職給付制度移行益を106百万円を計上したことによるものであります。

　特別損失は111百万円で、主に投資有価証券評価損を99百万円を計上したことによるものであります。

⑥　当期純利益

　以上の結果、当期純利益は780百万円（前連結会計年度は573百万円の当期純損失）となりました。

(2）財政状態の分析

①　資産

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度より1,954百万円増加して44,836百万円となりました。増加の主

な要因は、完成工事未収入金が1,303百万円増加したことによるものであります。

②　負債

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度より1,379百万円増加して27,312百万円となりました。増加の主

な要因は、未成工事受入金が1,581百万円増加したことによるものであります。

③　純資産

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度より574百万円増加して17,523百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は1,317百万円であり、主な内訳は以下のとおりとなっております。

　建築系事業においては、サウジアラビア王国向けの大型アンブレラ製造設備への投資140百万円を行いました。

　資材系事業においては、景気の悪化を受け、福井太陽株式会社の前連結会計年度末に計画しておりました製造設備投

資の一部を中断し、10百万円の投資を行いました。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

（大阪市淀川区）

会社統括業務・

建築系事業・資

材系事業

統括業務施設・

販売業務施設
352 8

321

(3,834.79)
19 700 187

東京支社

（東京都目黒区・世田

谷区）

会社統括業務・

建築系事業・資

材系事業

統括業務施設・

販売業務施設
364 1

459

(1,161.11)
265 1,091 162

瑞穂工場

（京都府船井郡京丹波

町）

建築系事業
テント・トラス

製造設備
640 96

767

(111,914.75)
10 1,514 48

福井工場

（福井県福井市）
資材系事業

コンテナーバッ

グ製造設備
281 8

40

(114,675.00)
6 337 7

枚方工場

（大阪府枚方市）

建築系事業・資

材系事業

テント・シート

製造設備
110 73

65

(16,580.99)
47 297 88

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．上記の福井工場の設備は全て福井太陽㈱（連結子会社）に貸与中であります。
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(2）国内子会社
　 平成20年12月31日現在

会社名
 事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

東日本コンテナーサー

ビス㈱

（千葉県市原市・茨城

県鹿島郡神栖町）

資材系事業

コンテナーバッ

グ洗浄・修理設

備

285 123
340

(8,457.55)
8 756 139

大阪コンテナーサービ

ス㈱

（大阪府泉南市）

資材系事業

コンテナーバッ

グ洗浄・修理設

備

252 66
－

(－) 
7 326 44

水島コンテナーサービ

ス㈱

（岡山県倉敷市）

資材系事業

コンテナーバッ

グ洗浄・修理設

備

137 33
233

(5,746.37)
3 408 44

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

       ２．上記の大阪コンテナーサービス㈱の土地は、大阪府企業局と20年間の定期借地契約であり、

面積7,481.38㎡、年間借地料4百万円であります。

(3）在外子会社
　 平成20年12月31日現在

会社名
 事業所名 
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

上海太陽膜結構有限公司

（中国　上海市）
建築系事業 膜製品加工設備 65 74

－

（7,000.00）　
14 154 88

TAIYO KOGYO(THAILAND) 

CO.,LTD.

（タイ　アユタヤ）

資材系事業
資材系製品加工

設備
－ 8

 

（5,600.00）　
4 13 31

 BIRDAIR,INC.   

 メキシコ工場 

（メキシコ ティファナ）

建築系事業 膜製品加工設備 105 88
101

（14,390.00）　
2 298 63

 （注）１．上海太陽膜結構有限公司の土地は、中華人民共和国より賃借しております。

       ２．TAIYO KOGYO (THAILAND) CO.,LTD. の土地と建物は、連結会社以外から賃借しております。

       ３．土地の面積については、（　）で外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、生産能力の増大、品質向上、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っ

ております。

　当連結会計年度後１年間の重要な設備投資計画（改修・拡充）は次のとおりであります。

(1）重要な設備の改修等

　重要な設備の改修等の計画はありません。

(2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年3月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,631,310 17,631,310 非上場 単元株式数1,000株

計 17,631,310 17,631,310 － －

 （注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨を定款に定めております。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成17年12月29日 3,525,310 17,631,310 1,167 2,570 1,167 1,971

　（注）　  株主割当　    1：1　　     1,325千株　

　　　　　　    発行価格　   　　600円

　　　　　　    資本組入額　     300円

　有償第三者割当             2,200千株

              発行価格　       700円

              資本組入額　   　350円

割当先　　　　能村　光太郎

（５）【所有者別状況】

　 平成20年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 10 2 9 － － 68 89 －

所有株式数

（単元）
－ 1,100 120 13,094 － － 3,309 17,623 8,310

所有株式数の

割合（％）
－ 6.24 0.68 74.30 － － 18.78 100 －

　（注）　自己株式1,500株は、「個人その他」に1単元及び「単元未満株式の状況」に500株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

太陽興産株式会社 大阪府吹田市千里山西３丁目19番19号 6,995,500 39.68

ＴＳＰ太陽株式会社 東京都目黒区東山１丁目17－16 3,860,000 21.89

財団法人能村膜構造技術振興財団 大阪市淀川区木川東４丁目８番４号 1,269,540 7.20

能村光太郎 大阪府吹田市 1,010,460 5.73

太陽工業従業員持株会 大阪市淀川区木川東４丁目８番４号 542,410 3.08

松本油脂製薬株式会社 大阪府八尾市渋川町２丁目１－３ 400,000 2.27

株式会社ユニオン 大阪市西区南堀江２丁目13－22 400,000 2.27

能村卓 東京都渋谷区 355,000 2.01

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 320,000 1.81

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 250,000 1.42

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 250,000 1.42

計 － 15,652,910 88.78

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 　1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,622,000 17,622 －

単元未満株式 普通株式       8,310 － －

発行済株式総数 17,631,310 － －

総株主の議決権 － 17,622 －

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

太陽工業株式会社
大阪市淀川区木川

東４丁目８番４号
1,000 － 1,000 0.01

計 － 1,000 － 1,000 0.01

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

      該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

 その他

 （－）
－ － － －

保有自己株式数 1,500 － 1,500 －

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的な

事業展開に必要な内部留保の充実を勘案して、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。

この方針に基づき剰余金の配当回数につきましては年１回の期末配当を基本方針としており、この剰余金の配当の決

定機関は、取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当を実施することを決定しました。この結

果、当事業年度の配当性向は、19.6％となりました。

  内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、さらには、グローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいり

たいと考えております。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨

定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年２月26日

取締役会決議
176 10

４【株価の推移】

　当社株式は非上場であり、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役社長

(代表取締役)
　 能村　光太郎 昭和21年７月20日生

昭和44年４月 当社入社

昭和50年９月 太陽株式会社（現　ＴＳＰ太陽株式

会社）常勤監査役

昭和51年２月 太陽株式会社（現　ＴＳＰ太陽株式

会社）取締役

昭和52年２月 太陽株式会社（現　ＴＳＰ太陽株式

会社）常務取締役

昭和58年７月 当社専務取締役

平成元年８月 太陽株式会社（現　ＴＳＰ太陽株式

会社）代表取締役社長

平成４年３月 当社代表取締役社長（現任）

平成９年５月 ＴＳＰ太陽株式会社　代表取締役社

長辞任

平成19年６月 ＴＳＰ太陽株式会社　代表取締役会

長（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

1,010

取締役 　 能村　卓 昭和31年５月31日生

昭和56年３月 ㈱リコー入社

昭和62年11月 当社入社

平成５年３月 当社取締役　技術統括部技師長

平成６年３月 当社取締役　技術統括部長、開発セ

ンター長、空間技術研究所長

平成８年１月 当社取締役　技術本部長、技術統括

部長、開発センター長

平成９年３月 当社取締役　技術本部長、開発セン

ター長、特機部管掌

平成10年３月 当社取締役　技術本部長、特機部管

掌

平成11年１月 当社取締役　営業統括本部関西事業

部長

平成11年３月 当社常務取締役　営業統括本部関西

事業部長

平成18年３月 当社取締役　研究開発本部、海外統

括部、ＴＭ事業部、安全管理室担当

（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

355

取締役 　 浜田　正一 昭和25年１月11日生

昭和47年４月 当社入社

平成８年１月 当社生産本部購買部長

平成９年４月 当社経営企画室長

平成11年３月 当社取締役　経営企画室長

平成14年１月 当社取締役　人事部長

平成14年７月 当社取締役　総務人事部、物流シス

テムカンパニー、土木エンジニアリ

ングカンパニー　担当

平成17年４月 当社取締役　総務人事部、東京支店　

担当（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

12

取締役 　 中原　武典 昭和26年10月14日生

昭和50年４月 ダイハツ工業㈱入社

昭和58年４月 当社入社

平成８年７月 当社管理部長

平成９年４月 当社財務管理部長

平成11年１月 当社財務部長

平成11年３月 当社取締役　財務部長

平成17年４月 当社取締役　財務部、情報管理部、太

陽テント北陸、遊休スペースマネー

ジメント　担当（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

8

取締役 生産本部長 野瀬　宏 昭和22年６月23日生

昭和38年３月 当社入社

昭和62年11月 当社生産本部枚方工場長

平成２年３月 当社生産本部瑞穂工場長

平成12年２月 当社生産本部長

平成13年４月 当社執行役員生産本部長

平成14年７月 当社上席執行役員生産本部長

平成17年３月 当社取締役兼上席執行役員　生産本

部長

平成18年５月 当社取締役兼上席執行役員　生産本

部長、購買部　担当（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

8

 

EDINET提出書類

太陽工業株式会社(E00618)

有価証券報告書

 23/105



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

物流システ

ムカンパ

ニー長

出射　邦保 昭和26年10月７日生

昭和49年４月 当社入社

平成７年３月 当社流通施設事業部名古屋営業部

長　名古屋支店長

平成11年１月 当社営業統括本部中国事業部長　中

国支店長

平成14年７月 当社執行役員物流システムカンパ

ニー長

平成17年３月 当社取締役兼執行役員　物流システ

ムカンパニー長（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

6

取締役

空間デザイ

ンカンパ

ニー長

加藤　正 昭和23年10月29日生

昭和46年４月 当社入社

平成５年１月 当社景観事業部大阪営業部長

平成13年４月 当社関西事業部空間建築営業部長

平成14年７月 当社空間デザインカンパニー西日

本建築営業部長

平成16年１月 当社執行役員空間デザインカンパ

ニー長

平成17年３月 当社取締役兼執行役員　空間デザイ

ンカンパニー長）

平成18年５月 当社取締役兼執行役員　空間デザイ

ンカンパニー長、特需事業部　担当

（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

8

取締役

土木エンジ

ニアリング

カンパニー

長

久世　康年　 昭和30年4月6日生

昭和53年４月 当社入社

平成11年１月 当社営業統括本部関西事業部土木

エンジニアリング営業部長

平成13年４月 当社関西事業部土木エンジニアリ

ング営業部長

平成14年７月 当社土木エンジニアリングカンパ

ニー長

平成15年４月 当社執行役員土木エンジニアリン

グカンパニー長

平成18年３月 当社取締役兼執行役員　土木エンジ

ニアリングカンパニー長（現任）

（他の法人等の代表状況）

太陽工業ジオテクノサービス株式会社代表取締役

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

7

取締役
産業施設カ

ンパニー長
鈴木　繁 昭和30年5月26日生

昭和55年４月 当社入社

平成13年４月 当社名古屋事業部空間建築営業部

長

平成14年７月 当社産業施設カンパニー長

平成15年４月 当社執行役員産業施設カンパニー

長

平成18年３月 当社取締役兼執行役員　産業施設カ

ンパニー長（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら１年間

7

常勤監査役 　 森　 博 昭和21年9月11日生

昭和44年３月 当社入社

平成３年３月 当社取締役産業資材事業部大阪営

業部長

平成７年４月 当取締役物流資材事業部海外部長

平成10年６月 当社取締役行動改革推進室長

平成13年３月 当社執行役員　会計部長

平成21年３月 当社常勤監査役就任（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら４年間

5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

監査役 　 夏住　要一郎 昭和24年８月４日生

昭和50年４月 弁護士登録、色川法律事務所入所

（現任）

平成６年３月 当社監査役

平成12年３月 当社監査役退任

平成12年４月 大阪弁護士会副会長

平成13年３月 大阪弁護士会副会長退任

平成15年３月 当社監査役就任（現任）

平成19年３月

29日開催の定

時株主総会か

ら４年間

－

監査役 　 木村　隆 昭和25年６月29日生

昭和49年７月 昭和監査法人入所

昭和55年３月 公認会計士登録

昭和56年７月 公認会計士木村隆事務所開設（現

任）

昭和61年５月 監査法人東明会計社代表社員（現

任）

平成17年３月 当社監査役就任（現任）

平成21年３月

30日開催の定

時株主総会か

ら４年間

－

　 　 　 　 　 計 1,426

　（注）監査役　夏住 要一郎及び木村　隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主をはじめ、お客様、従業員など当社をとりまくステークホルダーとの信頼関係を構築し、企業価値の極

大化を図るにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要であり、経営上の重要課題であると認識しております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　取締役会の運営について

取締役会は取締役９名で構成され、毎月１回定例で開催しております。また、議案内容においては各取締役に事

前に周知し、議案内容の事前理解に努めております。必要に応じ臨時取締役会を開催しております。

②　監査機能について

当社は監査役制度を採用し、監査役会を開催しております。監査役は原則として取締役会に出席し、随時意見を

述べ、取締役の業務遂行の状況について監督を行い、経営についての監視を行っております。また、常勤監査役

は、取締役会の他にも子会社の業務監査にも出席し、グループ全体での経営監査を行っています。また、監査役

と会計監査人は、必要に応じ監査報告会を開催し、相互に連携を行っております。

なお、監査役会を構成する３名の監査役のうち２名は社外監査役であり、１名は弁護士、他１名は公認会計士で

あります。

社外監査役は当社、当社子会社及びその取締役・監査役との間には人的関係、資本的関係は有しておりません。

③　会計監査人について

当社はあらた監査法人から監査を受けております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業

務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については以下のと

おりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

                  指定社員　業務執行社員：大津　景豊

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、その他15名

(3）役員報酬及び監査報酬の内容

　当事業年度において、当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は次のとおりで

あります。

役員報酬：

取締役に支払った報酬　　144百万円

監査役に支払った報酬　　 13百万円

監査報酬：

当社のあらた監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　 28百万円

(4）責任限定契約の内容と概要

　当社は社外監査役と、会社法第427条第１項の規定に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　本契約締結後、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、金480万円または会社法第425条第1

項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として、損害賠償責任を負うものとしております。
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(5）業務の適正を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンス規程を定める。

  コンプライアンス担当役員を任命し、コンプライアンス統括部署を所管せしめ、これにより全社横断的なコンプ

ライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。また業務部門の長をコンプライアンス責任者とし、当該業務部

門固有のコンプライアンスを分析し、その対策を具現化する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、法令ならびに当社の文書管理規程に基づき文書等を適切かつ検索性の高い状態で保存を行う。また、情報

の管理については、機密情報保護管理規程、個人情報保護管理規程に基本方針を定めて対応する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスク管理に関しては、リスクカテゴリー毎、ならびに各部門毎にリスク管理体制を明確化すると共に、リ

スク管理の状態を定期的に全体会議においてチェックする。また有事においては、社長を本部長とする「緊急対策

本部」が統括して危機管理にあたることとする。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、業務の運営に関しては、中期経営計画及び各年度毎に社長方針・年度予算を立案し、全社の目標を設定す

る。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行し、定期的に全体会議で業績管理を行う。

　取締役会規程及び取締役会付議事項に基づき、毎月定例の取締役会を開催し、重要な業務執行の意思決定を行う。

　日常の業務執行については職務権限規程・業務分掌規程・稟議規程を整備し、事項に応じて適時的確に意思決定

を行う。

⑤当社及びに当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、グループ会社において業務の適正を確保するために、当社の企業行動憲章をグループ会社にも適用する。

　経営管理においては各年度毎に年度方針、年度予算を立案し、各グループ会社ごとに定期的に当社の担当部門が監

査を行う。日常の業務執行については関係会社管理規程を設け、一定の業務執行については、当社への事前決裁・報

告制度による子会社の管理を行う。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびに、そ　

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役が監査役の職務を補助すべき使用人を必要とする場合は、必要に応じて監査役スタッフを置くこととし、そ

の人事については取締役と監査役の同意の下に行う。

⑦監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役及び使用人は、監査役に対して法定の事項に加え、当社及び当社グループの業務または業績に重要な影響を

与える事項について監査役に速やかに報告する体制を整備する。

　監査役は社内重要会議に必要に応じて出席するものとし、重要な稟議事項及び重要会議の議事録は監査役に回付

する。

(6）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等を機動的に実施するため、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段

の定めがある場合を除き、取締役会の決議により剰余金の配当等ができる旨定款に定めております。

(7）取締役の定数

 　　　当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

(8）取締役の選任及び解任の決議要件

 　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　また、解任決議について、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議によって行う旨定款に定めております。

(9）株式の割当を受ける権利等の決定機関

 　　　当社は、株式割当による新株発行等を機動的に実施するため、当会社の株式(自己株式の処分による株式を含む。)及び

新株予約権を引き受ける者の募集をする場合において、その募集事項、株主に当該株式または新株予約権の割当てを

受ける権利を与える旨及びその申し込みの期日の決定は、取締役会決議によって定める旨定款に定めております。
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(10）取締役及び監査役の責任免除

 　　　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、取締役の解任決議を加重するとともに、会社に対

する取締役及び監査役の責任を法定の範囲で取締役会の決議により軽減できることを可能とするため、「当会社は、

会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査

役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる」旨

定款に定めております。

(11）株主総会の特別決議要件

 　　　当社は、株主総会を円滑に運営するため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、第68期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

69期事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12

月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の連結財務諸表について、あ

らた監査法人により監査を受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第68期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12

月31日まで）及び第69期事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の財務諸表について、あらた

監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※２  7,005   7,222  

２．受取手形及び完成工事
未収入金等

※４  16,833   16,715  

３．棚卸資産 　  4,019   7,200  

４．繰延税金資産 　  398   357  

５．その他 　  1,439   1,368  

貸倒引当金 　  △305   △190  

流動資産合計 　  29,390 68.5  32,673 72.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ※２ 10,820   10,864   

減価償却累計額 　 6,920 3,899  7,232 3,632  

(2）機械装置及び運搬具 　 3,723   3,898   

減価償却累計額 　 2,852 871  3,080 817  

(3）土地 ※２  3,410   3,470  

(4）建設仮勘定 　  78   27  

(5）その他 　 2,314   2,391   

減価償却累計額 　 1,701 613  1,770 621  

有形固定資産合計 　  8,873 20.7  8,569 19.1

２．無形固定資産 　  1,365 3.2  1,465 3.3

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  1,664   1,045  

(2）繰延税金資産 　  1,129   489  

(3）その他 ※１  555   732  

貸倒引当金 　  △96   △139  

投資その他の資産合計 　  3,252 7.6  2,127 4.7

固定資産合計 　  13,491 31.5  12,162 27.1

資産合計 　  42,882 100.0  44,836 100.0
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前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び工事未払
金等

　  7,623   8,234  

２．短期借入金 ※２  8,094   7,156  

３．１年以内償還予定社債 　  224   599  

４．未払法人税等 　  200   270  

５．未成工事受入金　 　  －   3,604  

６．賞与引当金 　  467   466  

７．完成工事補償引当金 　  99   27  

８．その他 　  4,423   3,614  

流動負債合計 　  21,132 49.3  23,973 53.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  746   147  

２．長期借入金 ※２  1,821   1,154  

３．退職給付引当金 　  1,813   1,556  

４．役員退職慰労引当金 　  392   422  

５．その他 　  27   58  

固定負債合計 　  4,800 11.2  3,338 7.4

負債合計 　  25,933 60.5  27,312 60.9

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,570 6.0  2,570 5.7

２．資本剰余金 　  1,971 4.6  1,971 4.4

３．利益剰余金 　  12,441 29.0  13,133 29.3

４．自己株式 　  △1 △0.0  △1 0.0

　　株主資本合計 　  16,982 39.6  17,674 39.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  457 1.1  91 0.2

２．繰延ヘッジ損益 　  0 0.0  0 0.0

３．為替換算調整勘定 　  △519 △1.2  △271 △0.6

　　評価・換算差額等合計 　  △61 △0.1  △180 △0.4

Ⅲ　少数株主持分 　  28 0.1  29 0.1

純資産合計 　  16,948 39.5  17,523 39.1

負債純資産合計 　  42,882 100.0  44,836 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  44,516 100.0  49,174 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  32,702 73.5  36,771 74.8

売上総利益 　  11,814 26.5  12,402 25.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．給料及び諸手当 　 3,790   3,844   

２．賞与引当金繰入額 　 254   248   

３．退職給付費用 　 96   104   

４．貸倒引当金繰入額 　 27   52   

５．減価償却費 　 224   221   

６．企画設計料 　 606   615   

７．研究開発費 ※１ 555   504   

８．旅費交通費 　 655   660   

９．事務費 　 885   894   

10．その他 　 2,983 10,081 22.6 2,957 10,103 20.5

営業利益 　  1,733 3.9  2,299 4.7

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 62   59   

２．受取配当金 　 22   27   

３．受取賃貸料 　 59   49   

４. 為替差益 　 114   －   

５．その他 　 72 331 0.7 97 234 0.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 515   383   

２．為替差損　 　 －   88   

３．その他 　 35 551 1.2 42 514 1.1

経常利益 　  1,513 3.4  2,019 4.1

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※２ 61   3   

２．退職給付制度移行益 　 －   106   

３．役員退職慰労引当金戻
入益

　 33   －   

４．その他 　 9 104 0.2 － 110 0.2
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※３ 22   9   

２．固定資産売却損 ※４ 4   1   

３．投資有価証券評価損 　 －   99   

４．和解費用 　 984   －   

５．関係会社清算損 　 24   －   

６．その他 　 91 1,126 2.5 1 111 0.2

税金等調整前当期純利
益

　  491 1.1  2,017 4.1

法人税、住民税及び事業
税

　 289   377   

法人税等調整額 　 774 1,063 2.4 855 1,233 2.5

少数株主利益 　  0 0.0  3 0.0

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  △573 △1.3  780 1.6
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

2,570 1,971 13,103 △1 17,643

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △88  △88

当期純損失（百万円）   △573  △573

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（百万円）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △661 － △661

平成19年12月31日　残高
（百万円）

2,570 1,971 12,441 △1 16,982

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日　残高
（百万円）

541 0 △493 47 27 17,719

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（百万円）      △88

当期純損失（百万円）      △573

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（百万円）

△83 △0 △25 △109 0 △108

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△83 △0 △25 △109 0 △770

平成19年12月31日　残高
（百万円）

457 0 △519 △61 28 16,948

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

2,570 1,971 12,441 △1 16,982

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △88  △88

当期純利益（百万円）   780  780

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（百万円）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 691 － 691

平成20年12月31日　残高
（百万円）

2,570 1,971 13,133 △1 17,674

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日　残高
（百万円）

457 0 △519 △61 28 16,948

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（百万円）      △88
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評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

当期純利益（百万円）      780

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）
（百万円）

△366 0 247 △118 1 △117

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△366 0 247 △118 1 574

平成20年12月31日　残高
（百万円）

91 0 △271 △180 29 17,523
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 491 2,017

減価償却費 　 1,058 1,223

為替差損 　 － △29

固定資産除売却損益（△は益） 　 △34 7

投資有価証券評価損 　 － 99

和解費用 　 984 －

貸倒引当金の減少額 　 △22 △39

賞与引当金の増加額（△減少額） 　 14 △1

役員退職慰労引当金の増加額（△
減少額）

　 △36 30

完成工事補償引当金の減少額 　 △19 △57

退職給付引当金の減少額 　 △153 △240

受取利息及び受取配当金 　 △84 △86

支払利息 　 515 383

売上債権の増加額 　 △983 △661

棚卸資産の減少額（△増加額） 　 68 △3,453

仕入債務の増加額（△減少額） 　 △216 1,049

未成工事受入金の増加額　 　 － 1,581

未払費用の増加額　 　 － 884

その他 　 468 722

小計 　 2,049 3,427

利息及び配当金の受取額 　 87 85

利息の支払額 　 △518 △394

和解費用の支払額 　 △384 －

法人税等の支払額 　 △253 △326

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 981 2,792
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入による支出 　 △12 △24

定期預金の払戻による収入 　 98 1,545

投資有価証券の取得による支出 　 △21 △33

投資有価証券の売却による収入 　 206 －

短期貸付金の貸付けによる支出　 　 － △36

長期貸付金の貸付けによる支出 　 △8 △162

長期貸付金の回収による収入 　 10 0

無形固定資産の取得による支出 　 △294 △444

有形固定資産の取得による支出 　 △876 △872

有形固定資産の売却による収入 　 181 42

その他 　 △24 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △740 △14
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前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金の純増加額 　 830 212

長期借入れによる収入 　 991 137

長期借入金の返済による支出 　 △877 △808

社債の償還による支出 　 △191 △224

配当金の支払額 　 △88 △88

少数株主への配当金の支払額 　 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 664 △771

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △21 △241

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　 883 1,765

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 4,219 5,102

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 5,102 6,867
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する

事項

(1）連結子会社の数　　　34社

　主な連結子会社の名称は「第１企業の

概況　４．関係会社の状況」に記載して

おります。

BIRDAIR LONG SPAN LLC及び

MAKMAX 

AUSTRALIA PTY LTDは当連結会計年度

において新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。なお、前連結会計年

度において連結子会社でありました大分

コンテナーサービス株式会社及び香港太

陽膜結構有限公司は清算したため、連結

の範囲から除いております。

(1）連結子会社の数　　　35社

　主な連結子会社の名称は「第１企業の

概況　４．関係会社の状況」に記載して

おります。

株式会社太陽エネシスは当連結会計年度

において新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

　 (2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

SOLIVERY S.A.DE C.V.　

BIRDAIR MEXICO, S.A. DE C.V.　

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

SOLIVERY S.A.DE C.V.　

BIRDAIR MEXICO, S.A. DE C.V.　

　 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、

各社の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関す

る事項

該当事項はありません。 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社太陽テント北

陸他31社は決算期が10月31日のため、11月

１日から10月31日までの期間を連結してお

ります。連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち、株式会社太陽テント北

陸他32社は決算期が10月31日のため、11月

１日から10月31日までの期間を連結してお

ります。連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

４．会計処理基準に関す

る事項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

満期保有目的の債券

  償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定）

イ．有価証券

満期保有目的の債券

　　　　　 　──────

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

　 ロ．デリバティブ

　時価法

ロ．デリバティブ

同左

　 ハ．棚卸資産

原材料

主として総平均法による原価法

ハ．棚卸資産

原材料

同左

　 製品

個別受注品…主として個別法による原価

法

  上記以外のもの…主として総平均法に

                  よる原価法

製品

  個別受注品…同左

 

  上記以外のもの…同左

　 仕掛品

個別受注品…主として個別法による原価

法

  上記以外のもの…主として総平均法に　

　　　　　　　　　よる原価法

仕掛品

  個別受注品…同左

　

  上記以外のもの…同左

　 未成工事支出金

主として個別法による原価法

未成工事支出金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外

連結子会社は主として定額法によっており

ます。

　また、当社及び国内連結子会社は平成19年

４月１日以降取得分については、改正後の

法人税法に定める定率法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物及び建築物　　　　３～38年

機械装置及び運搬具　　７～13年

イ．有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を、在外

連結子会社は主として定額法によっており

ます。

 

 

 

 

　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物及び建築物　　　　３～38年

機械装置及び運搬具　　３～13年

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　この変更に伴う損益への影響は軽微であ

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響につい

ても軽微であります。

　 ロ．無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

ロ．無形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

　

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については主として貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

イ．貸倒引当金

同左

　 ロ．賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

ロ．賞与引当金

同左

　 ハ．完成工事補償引当金

　完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、

瑕疵担保期間内の補修費用見積額に基づき

計上しております。

ハ．完成工事補償引当金

同左

　 ニ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

　過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理して

おります。

ニ．退職給付引当金

　　　　　　　　 同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

　当社は確定給付企業年金法の施行に伴い、

平成20年12月１日付で退職一時金制度及び

適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。本移行に伴

う影響額は、退職給付制度移行益（特別利

益）として106百万円を計上しております。

　 ホ．役員退職慰労引当金

　役員の退職により支給する役員退職慰労

金の支出に備えるため、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

ホ．役員退職慰労引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又

は、負債の本邦通貨へ

の換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債、収益及

び費用は連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(5）重要なリース取引の処

理方法

　当社及び国内連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。在外

連結子会社は、主として売買に準じた会計

処理によっております。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方

法

イ．ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっており

ます。

　なお、為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を、金利スワップについて特例処理の要

件を満たしている場合は、特例処理を採用

しております。

イ．ヘッジ会計の方法

　 　　　　　　 同左

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約・金利スワップ

ヘッジ対象…原材料輸入による外貨建

買入債務及び外貨建予定

取引、借入金の利息

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　 同左

　 ハ．ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規定及び

取引限度等を定めた内部規定に基づき、

ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び

金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。

ハ．ヘッジ方針

　 　　　　　　同左

　 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又は、キャッシュフロー変動の

累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判

断しております。

　ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略してお

ります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

                同左

(7）その他の連結財務諸表

作成のための重要な

事項

イ．工事売上高の計上基準　

　当社及び国内連結子会社の工事売上高は、

工事完成基準により計上し、在外連結子会

社の工事売上高の計上は、各国の会計基準

に従い計上しております。

　なお、米国・豪州・台湾・中国・タイ・中

東の連結子会社については、主として工事

進行基準により計上しております。

イ．工事売上高の計上基準　

　              同左

　 ロ．消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

ロ．消費税の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

　のれん及び負ののれんは、投資を行った発

生年度にその効果の発生する期間が見積可

能なものはその年数で、それ以外のものに

ついては、５年間で償却することとしてお

ります。 

同左

７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
 （自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
 （自　平成20年１月１日
  至　平成20年12月31日）

　（固定資産の減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は平成19年度の法人税法改正に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した「有形固定資産」

については、改正後の法人税法に定める定率法に変更して

おります。これによる当連結会計年度の損益に与える影響

は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

──────

　

表示方法の変更

前連結会計年度
 （自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
 （自　平成20年１月１日
  至　平成20年12月31日）

────── （連結貸借対照表）

　「未成工事受入金」は、前連結会計年度は流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年

度において負債及び純資産の合計額の100分の５を超えた
ため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「未

成工事受入金」は2,023百万円であります。

（連結キャッシュフロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未成工事受入金

の増加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記し

ております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「未

成工事受入金の増加額」は1,859百万円であります。
　

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用の増加

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「未

払費用の減少額」は22百万円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

当連結会計年度
（平成20年12月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

　　　おりであります。

  　　その他 3百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

　　　おりであります。

  　　その他 2百万円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

定期預金      1,550百万円

建物及び構築物       660百万円

土地       957百万円

計 3,168百万円

建物及び構築物          624百万円

土地          957百万円

計      1,582百万円

対応債務 対応債務

短期借入金 1,438百万円

長期借入金 887百万円

計       2,325百万円

短期借入金      704百万円

長期借入金    508百万円

計 1,212百万円

　子会社であるBIRDAIR,INC.の全資産3,966百万円は、

同社の借入金1,282百万円の担保に供しております。

　子会社であるBIRDAIR,INC.の全資産5,473百万円は、

同社の借入金1,237百万円の担保に供しております。

  ３　受取手形裏書高    15百万円   ３　受取手形裏書高      22百万円

※４　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。

※４　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。

受取手形 175百万円 受取手形 265百万円

　５．当社は平成18年３月31日に三井住友銀行・三菱東

京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行・りそな銀行・池田銀行

とのシンジケート契約方式により契約期間３年、設

定枠3,500百万円のコミットメントライン契約を締結

しております。

　５．当社は平成18年３月31日に三井住友銀行・三菱東

京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行・りそな銀行・池田銀行

とのシンジケート契約方式により契約期間３年のコ

ミットメントライン契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越限度額及び貸出
コミットメントの総額

3,500百万円

借入実行残高 700百万円
　　　　差引額 2,800百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含

まれる研究開発費 557百万円

※１　一般管理費及び当期製造費用に含

まれる研究開発費 509百万円

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物 49百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 10百万円

その他 0百万円

　計 61百万円

建物 0百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

土地 0百万円

その他 1百万円

　計 3百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 11百万円

有形固定資産その他 2百万円

ソフトウェア 0百万円

　計 22百万円

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 5百万円

有形固定資産その他 0百万円

工具器具備品 2百万円

ソフトウェア 0百万円

　計 9百万円

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 1百万円

工具器具備品 2百万円

無形固定資産 1百万円

　計 4百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

工具器具備品 1百万円

無形固定資産 0百万円

　計 1百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,631,310 － － 17,631,310

合計 17,631,310 － － 17,631,310

自己株式     

普通株式 1,500 － － 1,500

合計 1,500 － － 1,500

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 88,149,050 5 平成18年12月31日 平成19年３月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月28日

取締役会
普通株式 88,149,050 利益剰余金 5 平成19年12月31日 平成20年３月31日

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,631,310 － － 17,631,310

合計 17,631,310 － － 17,631,310

自己株式     

普通株式 1,500 － － 1,500

合計 1,500 － － 1,500

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月28日

取締役会
普通株式 88,149,050 5 平成19年12月31日 平成20年３月31日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年２月26日

取締役会
普通株式 176,298,100 利益剰余金 10 平成20年12月31日 平成21年３月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年12月31日現在） （平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 7,005百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,902百万円

現金及び現金同等物 5,102百万円

現金及び預金勘定  7,222百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △354百万円

現金及び現金同等物   6,867百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物及び構築
物

26 12 13

機械装置及び
運搬具

2,723 1,090 1,632

その他 1,131 708 421

合計 3,880 1,811 2,068

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物及び構築
物

26 16 9

機械装置及び
運搬具

2,710 1,310 1,400

その他 1,808 545 1,263

合計 4,545 1,872 2,672

２．未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

１年内 732百万円

１年超    1,393百万円

合計        2,125百万円

１年内 854百万円

１年超 1,889百万円

合計 2,744百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料       807百万円

減価償却費相当額      728百万円

支払利息相当額   82百万円

支払リース料 970百万円

減価償却費相当額 877百万円

支払利息相当額 103百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

６．オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

６．オペレーティング・リース取引

未経過リース料期末残高相当額

―――――― １年内 9百万円

１年超 11百万円

合計 20百万円

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年12月31日）

 　１.その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得価額を
超えるもの

(1）株式 444 1,182 738

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 444 1,182 738

連結貸借対照表計
上額が取得価額を
超えないもの

(1）株式 228 198 △29

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 228 198 △29

合計 672 1,381 708

　

　　２．当連結会計年度中に特別償還した満期保有目的の債券（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 償還原価（百万円） 償還額（百万円） 償還損益（百万円）

外国債券 150 150 －

特別償還理由 当債券は当連結会計年度中にトリガー条項により特別償還したのものであります。

　

　　３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

54 4 2

　　４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 283

当連結会計年度（平成20年12月31日）

　　１.その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得価額を
超えるもの

(1）株式 224 457 232

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 224 457 232

連結貸借対照表計
上額が取得価額を
超えないもの

(1）株式 372 296 △75

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 372 296 △75

合計 597 754 157

     （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について99百万円減損処理を行っております。

　

　　２．当連結会計年度中に特別償還した満期保有目的の債券（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）
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　　　　該当事項はありません。

　

　　３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　　　　該当事項はありません。

　

　　４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 290

EDINET提出書類

太陽工業株式会社(E00618)

有価証券報告書

 53/105



（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引と金

利スワップ取引です。

(1）取引の内容

　                     同左

(2）取引に対する取組方針

　利用しているデリバティブ取引のうち、為替予約取引

は外貨建金銭債務に係る為替相場の変動リスクを回避

することを目的とし、確定した外貨需要の範囲内で実施

しております。また金利スワップ取引は、将来の金利の

変動によるリスク回避を目的としております。デリバ

ティブ取引については、投機的な取引及び短期的な売買

益を得る目的での取引は行わない方針です。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワッ

プについて特例処理の要件を満たしている場合は、

特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…原材料輸入による外貨建買入債務お

よび外貨建予定取引、借入金の利息

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュフロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は、キャッ

シュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を

基礎に判断しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。

(2）取引に対する取組方針

　                     同左
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前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(3）取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有して

おります。但し、当社が利用している為替予約取引は、外

貨建金銭債務の残額の範囲で為替相場の変動リスクを

回避する目的である為、為替相場の変動リスクは軽微で

あります。

また金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有していますが、実態のある取引に対応させており、

売買を目的とした投機的な取引は行っておりませんの

で、該当リスクは重要なものではありません。デリバ

ティブ取引の相手先は高格付を有する金融機関に限定

しており、信用リスクは極めて少ないと判断しておりま

す。

(3）取引に係るリスクの内容

                      同左

(4）取引に係るリスク管理体制

　為替予約取引及び金利スワップ取引の実行及び管理

は、デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額

等を定めた内部規定に基づき、財務部が行っておりま

す。

(4）取引に係るリスク管理体制

                       同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

　デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているた

め、記載を省略しております。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、平成20年12月1

日付で退職一時金制度及び適格年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行しました。一部の国内連結子会社は

退職一時金制度を、その他の国内連結子会社は確定給付型の制度を設けております。また、一部の在外連結子会

社は、確定拠出型の制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △3,845 △3,026

(2）年金資産（百万円） 2,607 1,364

(3）未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) △1,237 △1,661

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △506 148

(5）未認識過去勤務債務（百万円） △56 △34

(6）連結貸借対照表計上額純額(百万円)(3)＋(4)＋(5) △1,799 △1,547

(7）退職給付引当金（百万円） △1,813 △1,556

(8）前払年金費用（百万円） 13 9

（注）確定拠出年金制度の移行に伴う影響額は次のとおりであります。

退職給付債務の減少 958百万円

年金資産の減少 823百万円

未認識数理計算上の差異の減少　 40百万円

未認識過去勤務債務の増加　 12百万円

退職給付制度移行益　 106百万円

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

(1）勤務費用（百万円） 226 215

(2）利息費用（百万円） 71 69

(3）期待運用収益（百万円） △48 △46

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） △61 △52

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △9 △8

(6）確定拠出年金支出額（百万円） 14 16

(7）退職給付費用（百万円） 194 193

(8）退職給付制度移行益（百万円）　 － 106

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年12月31日）
当連結会計年度

（平成20年12月31日）

(1）期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率 2.0％ 2.0％

(3）期待運用収益率 2.0％ 2.0％

(4）過去勤務債務の処理年数 10年 10年

(5）数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

（ストック・オプション等関係）
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該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金 48百万円

賞与引当金 190百万円

退職給付引当金 701百万円

繰越欠損金 3,627百万円

その他 876百万円

繰延税金資産小計 5,444百万円

評価性引当額 △3,406百万円

繰延税金資産合計 2,038百万円

　  

　  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △216百万円

その他投資有価証券評価差額金 △251百万円

その他 △42百万円

繰延税金負債小計 △510百万円

繰延税金資産の純額 1,527百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金 34百万円

賞与引当金    189百万円

退職給付引当金    606百万円

繰越欠損金 2,408百万円

その他 904百万円

繰延税金資産小計 4,145百万円

評価性引当額  △2,953百万円

繰延税金資産合計 1,191百万円

　  

　  

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △211百万円

その他投資有価証券評価差額金 △66百万円

その他 △67百万円

繰延税金負債小計 △344百万円

繰延税金資産の純額 846百万円

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 398百万円

固定資産－繰延税金資産 1,129百万円

流動資産－繰延税金資産    357百万円

固定資産－繰延税金資産      489百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

 (調整）  

評価性引当額の増減 138.4

交際費等永久に損金に算入されない項目 20.0

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △15.7

留保金課税 11.9

均等割 9.3

その他 12.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 216.5
　  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

 (調整）  

評価性引当額の増減 3.9

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.8

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △4.0

留保金課税 6.3

均等割 2.2

連結子会社の税率変更による影響額 5.6

その他 0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.1
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
建築系事業
（百万円）

資材系事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 25,152 19,364 44,516 － 44,516

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 25,152 19,364 44,516 － 44,516

営業費用 23,083 17,308 40,391 2,392 42,783

営業利益 2,069 2,056 4,125 (2,392) 1,733

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 16,838 8,526 25,364 17,517 42,882

減価償却費 133 333 466 591 1,058

資本的支出 134 326 460 825 1,285

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しています。

２．各区分に属する主要な製品

(1）建築系事業　…　Makルーフ（恒久膜構造物）、TMトラス、フレックステント

(2）資材系事業　…　シルトプロテクター、タイコン

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,392百万円であり、その主なもの

は提出会社の研究開発部門及び管理部門にかかる費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は17,517百万円であり、その主なものは余資運用資

金及び管理部門にかかる資産であります。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　
建築系事業
（百万円）

資材系事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 30,109 19,064 49,174 － 49,174

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 30,109 19,064 49,174 － 49,174

営業費用 27,631 16,731 44,362 2,512 46,875

営業利益 2,478 2,332 4,811 (2,512) 2,299

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
     

資産 18,314 8,164 26,478 18,357 44,836

減価償却費 91 353 444 778 1,223

資本的支出 152 340 492 754 1,247

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しています。
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２．各区分に属する主要な製品

(1）建築系事業　…　Makルーフ（恒久膜構造物）、TMトラス、フレックステント

(2）資材系事業　…　シルトプロテクター、タイコン

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,512百万円であり、その主なもの

は提出会社の研究開発部門及び管理部門にかかる費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は18,357百万円であり、その主なものは余資運用資

金及び管理部門にかかる資産であります。
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【所在地別セグメント情報】

最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 35,726 2,722 6,068 44,516 － 44,516

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
529 35 753 1,319 (1,319) －

計 36,255 2,757 6,822 45,835 (1,319) 44,516

営業費用 32,594 2,585 6,628 41,808 974 42,783

営業利益 3,661 171 194 4,027 (2,293) 1,733

Ⅱ．資産 21,435 3,206 4,928 29,570 13,311 42,882

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米　…　米国、メキシコ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,392百万円であり、その主なもの
は当社の研究開発部門及び管理部門にかかる費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は17,517百万円であり、その主なものは当社での余
資運用資産（現金及び有価証券）、管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
中国

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 38,097 4,156 2,122 4,796 49,174 － 49,174

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
365 1,815 144 1,822 4,147 (4,147) －

計 38,463 5,972 2,267 6,619 53,321 (4,147) 49,174

営業費用 34,405 5,725 2,238 6,398 48,767 (1,892) 46,875

営業利益 4,057 246 29 220 4,554 (2,255) 2,299

Ⅱ．資産 19,094 4,669 3,556 4,838 32,159 12,676 44,836

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米　  …　米国、メキシコ

その他　…　オーストラリア、タイ、シンガポール共和国、韓国、アラブ首長国連邦、ドイツ等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,512百万円であり、その主なもの
は当社の研究開発部門及び管理部門にかかる費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は18,357百万円であり、その主なものは当社での余
資運用資産（現金及び有価証券）、管理部門に係る資産であります。

５．国又は地域の区分変更

中国については、従来「その他」として表示しておりましたが、中国セグメントの資産の金額が全セグメン

トの資産の金額の合計額の10％以上となったため「中国」として区分表示しております。
なお、変更後の所在地区分による前連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。
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前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　
日本

（百万円）
北米

（百万円）
中国

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 35,726 2,722 1,424 4,644 44,516 － 44,516

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
529 35 185 923 1,674 (1,674) －

計 36,255 2,757 1,610 5,567 46,191 (1,674) 44,516

営業費用 32,594 2,585 1,592 5,387 42,159 623 42,783

営業利益 3,661 171 18 180 4,031 (2,297) 1,733

Ⅱ．資産 21,435 3,206 2,289 2,728 29,659 13,222 42,882
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【海外売上高】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　 北米 その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,210 6,320 8,531

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － 44,516

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
5.0 14.2 19.2

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　 北米 その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 1,836 12,014 13,850

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － 49,174

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
3.7 24.4 28.2

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…　米国、メキシコ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 　氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

 取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

開成工学

株式会社

大阪市

中央区
12

土木資材

販売業
なし －

当社製品

の販売

営業

取引

土木資材

製品の　販

売 

 

 (*２) 

1 売掛金 0

 （注）　１．開成工学株式会社は、当社取締役出射邦保の近親者が議決権の過半数を所有する会社であります。

 　　　＊２．取引条件及び取引条件の決定方針等

土木資材製品の販売について、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件に

よっております。

 　　　　３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

        

         (2)兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

TSP太陽

株式会社

東京都

目黒区
435

各種イベント

企画・設計・

施工

(所有)

直接　 9.33

(被所有)

直接  21.38

兼任2名 －
不動産の賃貸

　(*1)  
27
未収入

金
0

（注）＊１．取引条件及び取引条件の決定方針等

             建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、１年に一度交渉の上賃貸料金額を決定しています。

  　　　２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

当連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　当連結会計年度に係る「関連当事者との取引」に関する注記については、重要性がないため記載を省略してお

ります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 959円77銭

１株当たり当期純損失金額 32円52銭

１株当たり純資産額    992円29銭

１株当たり当期純利益金額   44円24銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △573 780

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△573 780

期中平均株式数（千株） 17,629 17,629

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率(％) 担保 償還期限

太陽工業㈱ 第１回無担保社債
平成年月日

15.10.31

60

(60)

－

(－)　
0.93 なし

平成年月日

20.10.31

太陽工業㈱ 第２回無担保社債
平成年月日

18.５.31

196

(56)

140

(56)　
1.66 なし

平成年月日

23.５.31

太陽工業㈱ 第３回無担保社債
平成年月日

18.５.31

147

(42)

105

(42)　
1.48 なし

平成年月日

23.５.31

中日本コンテナー

サービス㈱
第１回無担保社債

平成年月日

18.７.31

567

(66)

501

(501)　
1.34 なし

平成年月日

21.７.31

合計 － －
970

(224)

746

(599)　
－ － －

　（注）１.（  ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

 　　　 ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（百万円）
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

599 98 49 － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 7,265 6,400 4.1 －

一年以内に返済予定のリース債務 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 829 756 2.2 －

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く）
1,821 1,154 2.3 平成22年～26年

リース債務（１年以内に返済予定のも

のを除く）
－ － － －

その他有利子負債 － － －  －

計 9,916 8,310 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を採用しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 623 253 160 70
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（２）【その他】

 該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※１  4,426   3,560  

２．受取手形 ※2.4  3,592   2,933  

３．売掛金 ※２  4,153   3,500  

４．完成工事未収入金 ※２  5,094   4,720  

５．製品 　  193   172  

６．原材料 　  776   1,572  

７．仕掛品 　  407   756  

８．貯蔵品 　  7   14  

９．前渡金 　  566   415  

10．前払費用 　  104   96  

11．未成工事支出金 　  1,169   1,612  

12．関係会社短期貸付金 　  69   258  

13．繰延税金資産 　  307   280  

14．未収入金 　  315   235  

15．その他 　  83   135  

　　貸倒引当金 　  △95   △18  

流動資産合計 　  21,173 64.7  20,246 65.9

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       

１．建物 ※１ 7,162   7,188   

減価償却累計額 　 4,871 2,291  5,029 2,159  

２．構築物 　 645   657   

減価償却累計額 　 556 88  567 89  

３．機械及び装置 　 1,283   1,394   

減価償却累計額 　 1,111 172  1,198 196  

４．車両運搬具 　 33   33   

減価償却累計額 　 20 13  25 8  
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前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

５．工具器具備品 　 1,336   1,530   

減価償却累計額 　 966 369  1,103 426  

６．土地 ※１  2,675   2,675  

７．建設仮勘定 　  78   25  

有形固定資産合計 　  5,690 17.4  5,580 18.2

(2）無形固定資産 　       

１．ソフトウェア 　  1,081   1,124  

２．その他 　  60   59  

無形固定資産合計 　  1,142 3.5  1,183 3.9

(3）投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  1,494   877  

２．関係会社株式 　  2,505   2,438  

３．出資金 　  2   2  

４．関係会社出資金 　  856   804  

５．関係会社長期貸付金 　  490   664  

６．従業員長期貸付金 　  2   3  

７．破産債権等 　  95   127  

８．長期前払費用 　  47   47  

９．繰延税金資産 　  927   329  

10．差入保証金 　  95   98  

11．各種会員権等 　  69   70  

12．その他 　  12   12  

　　貸倒引当金 　  △432   △486  

　　投資損失引当金 　  △1,461   △1,297  

投資その他の資産合計 　  4,706 14.4  3,692 12.0

固定資産合計 　  11,538 35.3  10,456 34.1

資産合計 　  32,712 100.0  30,703 100.0
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前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 ※２  1,750   1,517  

２．買掛金 ※２  2,182   1,938  

３．工事未払金 　  2,269   2,874  

４．短期借入金 ※１  2,250   1,275  

５．関係会社短期借入金 　  700   －  

６．１年以内償還予定社債 　  158   98  

７．１年以内返済予定長期
借入金

※１  685   615  

８．未払金 　  377   462  

９．未払費用 　  191   216  

10．未払法人税等 　  76   127  

11．未払消費税等 　  4   2  

12．前受金 　  27   1  

13．預り金 　  242   185  

14．未成工事受入金 　  2,023   2,554  

15．賞与引当金 　  323   338  

16．完成工事補償引当金 　  4   7  

17．その他 　  111   43  

流動負債合計 　  13,378 40.9  12,256 39.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  245   147  

２．長期借入金 ※１  1,336   820  

３．退職給付引当金 　  1,669   1,425  

４．役員退職慰労引当金 　  294   319  

５．債務保証損失引当金 　  1,186   679  

固定負債合計 　  4,730 14.5  3,392 11.1

負債合計 　  18,109 55.4  15,648 51.0
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前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,570 7.9  2,570 8.4

２．資本剰余金 　       

資本準備金 　 1,971   1,971   

資本剰余金合計 　  1,971 6.0  1,971 6.4

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 350   350   

(2）その他利益剰余金 　       

固定資産圧縮積立金 　 311   302   

製品保証積立金 　 100   100   

別途積立金 　 9,900   8,600   

繰越利益剰余金 　 △1,052   1,069   

利益剰余金合計 　  9,609 29.3  10,422 33.9

４．自己株式 　  △1 △0.0  △1 △0.0

株主資本合計 　  14,150 43.2  14,963 48.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  452 1.4  90 0.3

２．繰延ヘッジ損益 　  0 0.0  0 0.0

評価・換算差額等合計 　  452 1.4  91 0.3

純資産合計 　  14,602 44.6  15,054 49.0

負債純資産合計 　  32,712 100.0  30,703 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．完成工事高 　 17,268   19,369   

２．製品売上高 　 13,691 30,960 100.0 13,026 32,396 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．完成工事原価 　  12,575   14,090  

２．製品売上原価 ※２       

(1）期首製品棚卸高 　 210   193   

(2）当期製品仕入高 　 4,812   4,276   

(3）当期製品製造原価 　 5,788   5,821   

合計 　 10,811   10,291   

(4）他勘定振替高 ※３ 206   272   

(5）期末製品棚卸高 　 193 10,412  172 9,846  

売上原価合計 　  22,987 74.3  23,936 73.9

売上総利益 　  7,972 25.7  8,459 26.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．給料 　 1,544   1,673   

２．賞与 　 551   555   

３．賞与引当金繰入額 　 225   231   

４．退職給付費用 　 92   93   

５．役員退職慰労引当金繰
入額

　 27   24   

６．福利厚生費 　 388   443   

７．貸倒引当金繰入額 　 0   25   

８．減価償却費 　 73   84   

９．企画設計料 　 542   548   

10．研究開発費 ※２ 549   489   

11．旅費交通費 　 433   449   

12．事務費 　 665   672   

13．広告宣伝費 　 384   295   

14．その他 　 1,743 7,223 23.3 1,756 7,342 22.7

営業利益 　  749 2.4  1,117 3.4
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前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 37   44   

２．受取配当金 ※１ 222   230   

３．為替差益 　 51   －   

４．受取賃貸料 ※１ 198   180   

５．商標使用料収入 ※１　 －   103   

６．雑収入 　 58 568 1.8 25 585 1.8

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 106   118   

２．賃貸費用 　 100   88   

３．為替差損 　 －   133   

４．雑損失 　 1 207 0.6 3 344 1.0

経常利益 　  1,110 3.6  1,357 4.2

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※４ 61   1   

２．債務保証損失引当金戻
入益

　 －   507   

３．退職給付制度移行益 　 －   106   

４．役員退職慰労引当金戻
入益

　 33   －   

５.投資損失引当金戻入益 　 －   32   

６.その他 　 5 100 0.3 － 647 2.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※５ 2   1   

２．固定資産除却損 ※６ 7   5   

３．事業構造改革損  ※７ 1,991   －   

４．投資有価証券評価損 　 －   98   

５．関係会社株式評価損 　 －   25   

６．関係会社貸倒引当金繰
入

　 －   12   

７．その他   31 2,032 6.5 1 144 0.5

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失（△）

　  △822 △2.6  1,860 5.7

法人税、住民税及び事業
税

　 83   152   

法人税等調整額 　 742 825 2.7 807 960 2.9

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  △1,648 △5.3  900 2.8
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完成工事原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 4,770 37.9 6,717 47.7

Ⅱ　外注費 　 6,434 51.2 5,930 42.1

Ⅲ　経費 　 1,370 10.9 1,441 10.2

（うち人件費） 　 (589) (4.7) (562) (4.0)

合計 　 12,575 100.0 14,090 100.0
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 6,247 68.8 8,639 73.3

Ⅱ　労務費 　 784 8.6 883 7.5

Ⅲ　経費 ※２ 2,051 22.6 2,258 19.2

当期総製造費用 　 9,083 100.0 11,782 100.0

期首仕掛品棚卸高 　 285  407  

合計 　 9,369  12,189  

期末仕掛品棚卸高 　 407  756  

他勘定振替高 ※３ 328  145  

工事原価への振替高 　 2,844  5,465  

当期製品製造原価 　 5,788  5,821  

　 　     

 （注）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 
１．原価計算の方法

・完成工事原価

個別原価計算によっております。

 　 ・製品売上原価

個別原価計算によっております。

 

 　 期中は、標準原価を採用しており、期末において

　　実際原価に修正しております。

 

原価差額の調整

期末に完成工事原価・製品売上原価、未成工事支出

金・仕掛品・製品在庫高及び他勘定振替高に配賦

しております。

 
１．原価計算の方法

同左

※ ２．製造原価明細書の経費の主な内訳は次の通りであり

ます。

※ ２．製造原価明細書の経費の主な内訳は次の通りであり

ます。

 
外注加工費    1,332百万円

減価償却費      170百万円

荷造運搬費      130百万円

 
外注加工費 1,326百万円

減価償却費 316百万円

荷造運搬費 144百万円

※３．製造原価明細書の他勘定振替高の内訳は次の通りであ

ります。

※３．製造原価明細書の他勘定振替高の内訳は次の通りであ

ります。

 
固定資産   299百万円

販売費及び一般管理

費

4百万円

その他 25百万円

計     328百万円

 
固定資産 118百万円

販売費及び一般管理

費

5百万円

その他 21百万円

計 145百万円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

固定資
産圧縮
積立金

製品保
証積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成18年12月31日　残高（百万円） 2,570 1,971 1,971 350 320 100 9,900 674 11,346 △1 15,886

事業年度中の変動額            

固定資産圧縮積立金の取崩     △9   9 －  －

剰余金の配当        △88 △88  △88

当期純損失        △1,648 △1,648  △1,648

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計（百万円） － － － － △9 － － △1,726 △1,736 － △1,736

平成19年12月31日　残高（百万円） 2,570 1,971 1,971 350 311 100 9,900 △1,052 9,609 △1 14,150

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高（百万円） 536 0 536 16,423

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩    －

剰余金の配当    △88

当期純損失    △1,648

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

△84 △0 △84 △84

事業年度中の変動額合計（百万円） △84 △0 △84 △1,820

平成19年12月31日　残高（百万円） 452 0 452 14,602

当事業年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

固定資
産圧縮
積立金

製品保
証積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成19年12月31日　残高（百万円） 2,570 1,971 1,971 350 311 100 9,900 △1,052 9,609 △1 14,150

事業年度中の変動額            

固定資産圧縮積立金の取崩     △8   8 －  －

別途積立金の取崩       △1,300 1,300 －  －

剰余金の配当        △88 △88  △88

当期純利益        900 900  900

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計（百万円） － － － － △8 － △1,300 2,121 812 － 812

平成20年12月31日　残高（百万円） 2,570 1,971 1,971 350 302 100 8,600 1,069 10,422 △1 14,963
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成19年12月31日　残高（百万円） 452 0 452 14,602

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩    －

別途積立金の取崩    －

剰余金の配当    △88

当期純利益    900

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

△361 0 △361 △361

事業年度中の変動額合計（百万円） △361 0 △361 451

平成20年12月31日　残高（百万円） 90 0 91 15,054
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 １．有価証券の評価基準及　

び評価方法

(1) 満期保有目的の債券 

　　償却原価法

 

(1) 満期保有目的の債券 

　　　　  　―――――― 

 (2）子会社及び関連会社株式

  総平均法による原価法

(2）子会社及び関連会社株式

同左 

 (3）その他有価証券

時価のあるもの

　事業年度の末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均

法により算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

同左 

 時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）製品

　　個別受注品

　　　個別法による原価法 

 　 上記以外のもの

    　総平均法による原価法  

(1）製品

　　個別受注品

　　　          同左 

 　 上記以外のもの

    　　　　　　同左

 (2）仕掛品

    個別受注品

    　個別法による原価法

    上記以外のもの 

    　総平均法による原価法 

(2）仕掛品

    個別受注品

    　　　　　　同左

    上記以外のもの 

    　　　　　　同左

 (3）未成工事支出金

　個別法による原価法

(3）未成工事支出金

同左

 (4）原材料

　　総平均法による原価法

(4）原材料

    　　　　　　同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

　また、平成19年４月１日以降取得分に

ついては、改正後の法人税法に定める定

率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　３～38年

機械及び装置　　７～13年

(1）有形固定資産

定率法

 

 

 

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　３～38年

機械及び装置　　３～13年

　 　

　

　

　

　

　

　(追加情報）

　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　なお、この変更に伴う損益への影響は軽

微であります。

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

５．外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については過去の一定期間にお

ける貸倒実績から算出した貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備え

るため、当該会社の財政状態及び回収可

能性を勘案して必要額を計上しており

ます。

　(追加情報）

　当事業年度より、関係会社への投資に

対する損失に備えるため、財務健全性の

観点から投資損失引当金を設定するこ

ととしました。なお、当事業年度は1,461

百万円を「特別損失」に計上しており

ます。

(2）投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備え

るため、当該会社の財政状態及び回収可

能性を勘案して必要額を計上しており

ます。

　

　

 (3）賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるため、支

給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。

(3）賞与引当金

同左

 (4）完成工事補償引当金

　完成工事の瑕疵担保の費用に備えるた

め、瑕疵担保期間内の補修費用見積額に

基づき計上しております。

(4）完成工事補償引当金

同左

 (5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度の末日における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　なお、数理計算上の差異は、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額

法により、それぞれ発生の翌期から費用

処理することとしております。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度の末日における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌期から費用処理する

こととしております。

　過去勤務債務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

　(追加情報)

　確定給付企業年金法の施行に伴い、平成

20年12月１日付で退職一時金制度及び適

格退職年金制度の一部を確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しております。本移行に

伴う影響額は、退職給付制度移行益（特別

利益)として106百万円を計上しておりま

す。
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項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 (6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えて、当

社内規に基づく当事業年度の末日にお

ける必要額を計上しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

 (7）債務保証損失引当金　

　債務保証に係る損失に備えるため、相

手先の財政状態等を勘案して、個別に設

定した損失見積額を計上しております。

(7）債務保証損失引当金　

    　　　　　　 同左

 

７．完成工事高の計上基準 　完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっております。

同左

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。

　なお、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについて特

例処理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　 同左

 ヘッジ対象…原材料輸入による外貨

建買入債務及び外貨建

予定取引、借入金の利息

 

 (3）ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規定及

び取引限度額等を定めた内部規定に基

づき、ヘッジ対象にかかる為替相場変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。

　また、金利リスクの低減及び金融収支

改善のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。

(3）ヘッジ方針

　　　　　　　 同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ

フロー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎に判断しております。

　また、金利スワップ取引については特

例処理を採用しているため、有効性の評

価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　 同左

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
  (自　平成19年 1月1日  
至　平成19年12月31日）

当事業年度
  (自　平成20年 1月1日  
至　平成20年12月31日）

（固定資産の減価償却方法の変更）

 平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した「有形固定資産」については、改正後

の法人税法に定める定率法に変更しております。これに

よる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

　  　　　　　　　―――――― 

　

表示方法の変更

前事業年度
 （自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日）

当事業年度
 （自　平成20年１月１日
  至　平成20年12月31日）

　（損益計算書）

　前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しておりました「広告宣伝費」は、販売費及び一般管理

費の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「広告宣伝費」の金額は249百万円で

あります。

　（損益計算書）

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「商標使用料収入」は、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「商標使用料収入」の金額は37百万円

であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金   1,550百万円

建物       660百万円

土地       957百万円

合計 3,168百万円

建物 624百万円

土地 957百万円

合計 1,582百万円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金    1,000百万円

１年以内返済予定長期借入金       438百万円

長期借入金       887百万円

合計 2,325百万円

短期借入金 325百万円

１年以内返済予定長期借入金 379百万円

長期借入金 508百万円

合計 1,212百万円

※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産 　

受取手形 221百万円

売掛金 293百万円

完成工事未収入金 588百万円

流動負債 　

支払手形 96百万円

買掛金 292百万円

流動資産 　

受取手形 138百万円

売掛金 178百万円

完成工事未収入金 490百万円

流動負債 　

支払手形 117百万円

買掛金 327百万円
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前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

　３．偶発債務

(1）債務保証
　次の関係会社等について、金融機関からの借入等に

対し債務保証を行っております。

　３．偶発債務

(1）債務保証
　次の関係会社等について、金融機関からの借入等に

対し債務保証を行っております。

保証先
金額

(百万円) 内容

BIRDAIR,INC.   2,412
借入債務お
よびL/Cに
対する保証

㈱ＴＤＳ 741 リース債務

TAIYO KOGYO 
(THAILAND) CO.,LTD. 113

借入債務お
よびL/Cに
対する保証

上海太陽膜結構有限公司 739  借入債務

MAKMAX KOREA INC. 21  借入債務

TAIYO MEMBRANE
CORPORATION 1,216

借入債務お
よびL/Cに
対する保証

MAKMAX HD LLC 570  借入債務

大阪コンテナーサービス㈱ 361  借入債務

TAIYO EUROPE GMBH 17  借入債務

北京太陽鷹技術開発有限公司 28  借入債務

INTERNATIONAL TAIYO
TRADING 
PTE.LTD.

262  借入債務

TAIYO MIDDLE EAST LLC 162
借入債務お
よびL/Cに
対する保証

中日本コンテナーサービス㈱ 567  借入債務

債務保証損失引当金 △1,186  

計 6,028 　

保証先
金額

(百万円) 内容

BIRDAIR,INC. 3,201
借入債務お
よびL/Cに
対する保証

㈱ＴＤＳ 916 リース債務

TAIYO KOGYO 
(THAILAND) CO.,LTD. 73　

借入債務お
よびL/Cに
対する保証

上海太陽膜結構有限公司 1,674　  借入債務

MAKMAX KOREA INC. 61  借入債務

TAIYO MEMBRANE
CORPORATION
PTY.LTD.

978
借入債務お
よびL/Cに
対する保証

MAKMAX HD LLC 773  借入債務

大阪コンテナーサービス㈱ 298  借入債務

TAIYO EUROPE GMBH 13  借入債務

INTERNATIONAL TAIYO
TRADING 
PTE.LTD.

539　  借入債務

TAIYO MIDDLE EAST LLC 273
借入債務お
よびL/Cに
対する保証

中日本コンテナーサービス㈱ 501  借入債務

債務保証損失引当金 △679　  

計 8,625 　

※４．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。このため、次の当期

末日満期手形が当期末残高に含まれております。

※４．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。このため、次の当期

末日満期手形が当期末残高に含まれております。

受取手形 168百万円 受取手形 241百万円

　５．当社は平成18年３月31日に三井住友銀行・三菱東
京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行・りそな銀行・池田銀行

とのシンジケート契約方式により契約期間３年、設

定枠3,500百万円のコミットメントライン契約を締結
しております。

　５．当社は平成18年３月31日に三井住友銀行・三菱東
京ＵＦＪ銀行・みずほ銀行・りそな銀行・池田銀行

とのシンジケート契約方式により契約期間３年のコ

ミットメントライン契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額及び貸出
コミットメントの総額

3,500百万円

借入実行残高 700百万円
　　　　差引額 2,800百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取配当金 200百万円

受取賃貸料 160百万円

受取配当金 206百万円

受取賃貸料 163百万円

商標使用料収入　 103百万円　

※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

551百万円

※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

494百万円

※３．他勘定振替高は販売費への振替高であります。 ※３．　　　　　　　　 同左

※４．固定資産売却益の内訳 ※４．固定資産売却益の内訳

建物 49百万円

土地 10百万円

その他 1百万円

合計 61百万円

建物 0百万円

土地 0百万円

その他 0百万円

合計 1百万円

※５．固定資産売却損の内訳

機械及び装置 0百万円

工具器具備品 2百万円

合計 2百万円

※５．固定資産売却損の内訳

機械及び装置 0百万円

工具器具備品 1百万円

その他 0百万円

合計 1百万円

※６．固定資産除却損の内訳 ※６．固定資産除却損の内訳

建物 1百万円

機械及び装置 4百万円

工具器具備品 1百万円

その他 0百万円

合計 7百万円

建物 0百万円

機械及び装置 2百万円

工具器具備品 2百万円

合計 5百万円

 ※７. 事業構造改革損の内訳

投資損失引当金 1,461百万円

債務保証損失引当金 310百万円

貸倒引当金 212百万円

その他 7百万円

 合計 1,991百万円

 ※７．            　──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）
当事業年度末増加株式数

（千株）
当事業年度末減少株式数

（千株）
当事業年度末株式数

（千株）

普通株式 1 － － 1

当事業年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）
当事業年度末増加株式数

（千株）
当事業年度末減少株式数

（千株）
当事業年度末株式数

（千株）

普通株式 1 － － 1
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 42 22 20

車両運搬具 9 4 5

工具器具備品 355 201 153

合計 407 228 178

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 27 12 15

車両運搬具 6 3 3

工具器具備品 216 103 113

合計 251 118 132

２．未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

１年内     70百万円

１年超      113百万円

合計       183百万円

１年内 52百万円

１年超 85百万円

合計 138百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料     90百万円

減価償却費相当額    83百万円

支払利息相当額   7百万円

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 75百万円

支払利息相当額 7百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）及び当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20

年12月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 131百万円

退職給付引当金 675百万円

役員退職慰労引当金 121百万円

関係会社株式評価損 943百万円

投資損失引当金 593百万円

債務保証損失引当金 481百万円

貸倒引当金 125百万円

土地評価損 250百万円

繰越欠損金 654百万円

その他 185百万円

 計 4,162百万円

評価性引当金 △2,466百万円

繰延税金資産合計 1,695百万円

　 　

繰延税金資産  

賞与引当金    137百万円

退職給付引当金    576百万円

役員退職慰労引当金    132百万円

関係会社株式評価損    1,007百万円

投資損失引当金    526百万円

債務保証損失引当金    275百万円

貸倒引当金    138百万円

土地評価損    242百万円

繰越欠損金    54百万円

その他    294百万円

 計   3,386百万円

評価性引当金   △2,503百万円

繰延税金資産合計      882百万円

　 　

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金 △212百万円

その他有価証券評価差額金 △247百万円

繰延ヘッジ損益 △0百万円

計 △460百万円

繰延税金資産の純額 1,235百万円

繰延税金負債 　

固定資産圧縮積立金    △206百万円

その他有価証券評価差額金    △66百万円

繰延ヘッジ損益  △0百万円

計    △273百万円

繰延税金資産の純額      609百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

当事業年度においては、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　 (％)

法定実効税率 40.6

（調整）  

　評価性引当金の増減 2.0

　交際費等永久に損金に参入されない項目 5.7

　受取配当金等永久に益金に参入されない項目 △4.3

　留保金課税 6.9

　均等割 1.2

　その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率　 51.6
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 828円30銭

１株当たり当期純損失額 93円48銭

１株当たり純資産額 853円92銭

１株当たり当期純利益額 51円10銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） △1,648 900

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)（百万円）
△1,648 900

期中平均株式数（千株） 17,629 17,629

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　 　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

ダイハツ工業㈱ 262,500.000 205

伊藤忠商事㈱ 286,530.390 126

関西国際空港㈱ 2,040.000 102

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 132,720.000 72

㈱三井住友フィナンシャルグループ 153.000　 57

㈱クラレ　 62,882.146　 43

㈱みずほフィナンシャルグループ　 162.430　 41

㈱池田銀行　 7,280.000　 31

日本トランスシティ㈱　 66,204.186　 26

㈱商船三井　 34,067.000　 18

その他40銘柄 831,260.800 150

計 1,685,799.952 877

【債券】

　該当事項はありません。

【その他】

　該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

（百万円）

当期償却額

（百万円）

差引当期末残

高（百万円）

有形固定資産        

　

建物

　

 

7,162

 

　

33

 

 

7

　

 

7,188

 

 

5,029

 

 

160

 

 

2,159

 

　

構築物

　

 

645

 

 

11

 

 

－

　

 

657

 

 

567

 

 

10

 

 

89

 

機械及び装置 1,283 158 47 1,394 1,198 131 196

車両運搬具 33 － － 33 25 4 8

　

工具器具備品

　

 

1,336

 

※1

238

 

 

44

 

 

1,530

 

 

1,103

 

 

175

 

 

426

 

土地 2,675 0 0 2,675 － － 2,675

建設仮勘定 78 46 100 25 － － 25

有形固定資産計 13,216 488 199 13,505 7,924 483 5,580

無形固定資産        

　

ソフトウェア

 

1,786

※２

328

 

9

 

2,105

 

980

 

276

 

1,124

　

その他

　

 

105

 

 

5

 

 

4

　

 

106

 

 

47

 

 

5

 

 

59

 

無形固定資産計 1,892 333 14 2,211 1,028 281 1,183

長期前払費用 91 32 25 98 51 6 47

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

 　（注１） 工具器具備品の増加額の主なものは、フレックスハウス製作分117百万円及びシプロ取得66百万円で

 　 　　　　あります。

 　（注２） ソフトウェアの増加額の主なものは、基幹システムの開発費324百万円であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

　
貸倒引当金

 
527

  ※１
168

  
60

  ※2
130

 
504

　
投資損失引当金

 
1,461

　
－

 
131

  ※3
32

 
1,297

　
賞与引当金

 
323

　
338

 
323

 
－

 
338

　
完成工事補償引当金

 
4

 
7

 
－

  ※4
4

 
7

　
役員退職慰労引当金 

　
294

 
24

 
－

　
－

　
319

　
債務保証損失引当金 

　
1,186

 
－

 
－

  ※5
507

　
679

 　（注１) 貸倒引当金の当期増加額のうち、12百万円は関係会社貸付金に対する繰入額であります。

    (注２) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻入額であります。

 　 (注３) 投資損失引当金の当期減少額の「その他」は、業績回復による戻入額であります。

 　 (注４) 完成工事補償引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻入額であります。

 　 (注５) 債務保証損失引当金の当期減少額の「その他」は、業績回復による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 7

預金  

当座預金 1,540

普通預金 22

定期預金 329

通知預金 1,500

外貨預金 159

小計 3,553

合計 3,560

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱太陽テント北陸 106

ホクレン包材㈱ 95

ヒロセ㈱ 82

㈲国吉組 75

東急建設㈱ 74

その他 2,498

合計 2,933

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年12月 241

平成21年１月 669

２月 683

３月 853

４月 383

５月以降 101

合計 2,933

③　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

田中藍㈱ 205

㈱大慶産業 194

㈱日本触媒 160

㈱アイエム篠田 160
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相手先 金額（百万円）

積水化成品工業㈱ 115

その他 2,665

合計 3,500

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C）

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

4,153 13,659 14,312 3,500 80.4 102.5

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

④　完成工事未収入金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

大成建設㈱ 276

鉄建建設㈱ 236

㈱スルガ 179

Liebherr-Intertra 163

太陽工業ジオテクノサービス㈱ 146

その他 3,717

合計 4,720

(ロ)完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

5,094 20,183 20,557 4,720 81.3 89.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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⑤　製品

品目 金額（百万円）

土木資材製品 120

コンテナーバッグ 49

その他 2

合計 172

⑥　原材料

品目 金額（百万円）

原反類 1,514

鉄鋼材 58

合計 1,572

⑦　仕掛品

品目 金額（百万円）

偽装網 97

コンテナーバッグ 141

膜構造製品 401

トラス製品 13

土木資材製品 102

合計 756

 　　　⑧　貯蔵品

品目 金額（百万円）

販売促進用品 2

その他 12

合計 14

⑨　未成工事支出金

期首残高
（百万円）

当期支出額
（百万円）

完成工事原価への振替額
（百万円）

期末残高
（百万円）

1,169 14,532 14,090 1,612

期末残高の内訳は次の通りであります。

材料費 861百万円

外注費 318

経費 432

計 1,612

⑩　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

MAKMAX HD LLC 1,272

東日本コンテナーサービス㈱ 287

㈱太陽テント北陸 220
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銘柄 金額（百万円）

ＴＳＰ太陽㈱ 158

福井太陽㈱ 125

その他 374

合計 2,438

⑪　支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日栄産資㈱ 130

道央建鉄㈱ 119

㈱ニオ忠 119

名阪鉄構㈱ 117

㈱中川製作所 104

その他 925

合計 1,517

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年12月 9

平成21年１月 362

２月 388

３月 390

４月 366

合計 1,517

⑫　買掛金

相手先 金額（百万円）

伊藤忠商事㈱ 124

平岡織染㈱ 104

泉㈱ 99

住友電気工業㈱ 96

エステー産業㈱ 81

その他 1,432

合計 1,938

 

⑬　工事未払金

相手先 金額（百万円）

SEFAR AG 676

中興化成工業㈱ 236

伊藤忠商事㈱ 127
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相手先 金額（百万円）

名阪鉄構㈱ 67

森田産業㈱ 65

その他 1,700

合計 2,874

⑭　未成工事受入金

前期末残高
（百万円）

当期受入金
（百万円）

完成工事高への振替額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

2,023 19,249 18,717 2,554
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（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 1月1日から12月31日まで

定時株主総会 3月中

基準日 12月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
 6月30日

12月31日 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目5番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし

(注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付資料

     事業年度(第68期)(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月28日近畿財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

     平成20年６月６日近畿財務局長に提出

     事業年度(第68期)(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であ　

　   ります。

　

(3）半期報告書　

 (第69期中)(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)平成20年９月29日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

太陽工業株式会社(E00618)

有価証券報告書

101/105



独立監査人の監査報告書

 平成20年3月28日

太　陽　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 　大津　景豊

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

太陽工業株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、太陽工業

株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年3月30日

太　陽　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 　大津　景豊

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

太陽工業株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、太陽工業

株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年3月28日

太　陽　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 大津　景豊

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

太陽工業株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、太陽工業株式

会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年3月30日

太　陽　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 大津　景豊

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

太陽工業株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、太陽工業株式

会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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